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特定保健指導（遠隔型）実施業務公募型プロポーザル参加募集要項 

 

１ 趣旨 

この要項は、京都市職員共済組合特定保健指導業務受託候補者選定委員会（以下「選定委員会」と

いう。）が行う、企画提案方式による特定保健指導（遠隔型）実施業務委託の委託先の選定に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

 

２ 業務内容 

別添「特定保健指導（遠隔型）実施業務仕様書」のとおりとする。 

 

３ 契約期間 

令和５年４月１日（土）から当該指導の終了日（実績評価を行う完了のみならず、脱落や資格喪失

による途中終了も含む。）までとする。ただし、当該指導の初回時面接は、令和６年３月３１日（日）

までに実施するものとする。 

 

４ 事務局 

本プロポーザルに係る庶務等の事務手続きを行うため、京都市職員共済組合事務局に事務局を設置

する。 

⑴ 住所 〒604－8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 番地 

⑵ 電話 ０７５－２２２－３２３９ 

⑶ メールアドレス taqbb768@city.kyoto.lg.jp 及び yabba067@city.kyoto.lg.jp 

⑷ 担当者 外薗、山下 

 

５ 上限金額 

動機付け支援（動機付け支援相当）２０，０００円／人（消費税を含む。） 

積極的支援           ３５，０００円／人（消費税を含む。） 

  ※ 一人当たり単価が明確でない場合は、積算根拠を明確にしたうえで、一人当たり単価（見込）

を提示すること。 

 

６ 参加資格要件 

プロポーザルの参加資格として、次の要件をすべて満たすものとする。 

⑴ 京都市契約事務規則第４条第２項に規定する一般競争入札有資格者名簿又は同規則第２２条第２

項に規定する指名競争入札有資格者名簿に登載されている者。なお、競争入札有資格者名簿に登載

されていない場合であっても、京都市競争入札取扱要綱第２条第１項各号に掲げる資格を有する者

である場合は、競争入札参加有資格者とみなす。 

⑵ 公募開始日から選定結果の通知の日までの期間に、京都市競争入札取扱要綱に基づく競争入札参

加停止の措置を受けていないこと。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でないこと。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律７７号）第３条又は第４条の規

定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使

用人又は入札代理人として使用していない者。 
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⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立がなされている者又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立がなされている者でないこ

と等、経営状態が著しく不健全であるものでないこと。ただし、会社更生法にあっては更生手続開

始の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者を除くものとする。 

⑹ 特定保健指導業務を請け負った実績（民間事業所でも可とする。）を有すること。 

⑺ プライバシーマーク又はＩＳＯ／ＩＥＣ ２７００１の認証を取得していること。 

 

７ スケジュール 

公募案内の公表 令和５年１月２４日（火） 

募集要項等に関する質問期間 令和５年１月２４日（火）～３０日（月）午後５時まで 

質問に対する回答掲載 令和５年２月３日（金）午後５時までに 

公式ホームページ上で回答 

企画提案書等の提出 令和５年２月１７日（金）午後５時まで 

書面審査又の実施 令和５年２月２０日（月）～３月２日（木） 

審査結果通知 令和５年３月３日（金） 

 

８ 質問及び回答 

⑴ 質問方法 

本プロポーザルに関する質問については、質問書（様式１）を電子メールに添付し、事務局宛に

送信したうえで、着信確認の電話連絡をするものとする。 

⑵ 受付期間 

令和５年１月２４日（火）～３０日（月）午後５時まで 

⑶ 質問に対する回答方法 

本プロポーザルに関する質問は、質問書（様式１）に記載されたメールアドレス宛に電子メール

で回答するものとする。また、令和５年２月３日（金）午後５時までに公式ホームページ上で全て

の質問内容及び回答を掲載するものとする。なお、事業者が特定できるような内容については、非

公開とする場合がある。 

⑷ その他 

ア 指定の様式によらない質問書や受付期間を過ぎた質問書は受け付けないものとする。 

イ 質問書の内容について不明な点等がある場合には、質問者に対して事務局から電話等で確認を

行うものとする。 

 

９ 企画提案書等の提出 

⑴ 提出書類及び部数 

ア 企画提案書（正本）１部 

イ 企画提案書（副本）６部 

ウ 見積書（正本）１部 

エ 見積書（副本）６部 

オ 会社の事業概要がわかる会社案内等の資料 ６部 

カ プライバシーマーク又はＩＳＯ／ＩＥＣ ２７００１の認証取得を証する書類の写し １部 
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⑵ 企画提案書作成の留意点 

別記「企画提案書作成要領」に基づくものであること。 

⑶ 見積書作成の留意点 

 宛名は「京都市職員共済組合理事長」とすること。見積金額は税込金額を表示すること。 

⑷ 提出期限 

 令和５年２月１７日（金）午後５時まで（必着） 

⑸ 提出場所 

  事務局と同じ 

⑹ 提出方法 

持参又は郵送により提出するものとする。ただし、郵送の場合においては、送達が証明できる書

留等によるものとする。 

⑺ 複数提案の制限 

１事業所が本業務に対して複数の提案をすることは認めない。 

 

１０ 選定方法 

⑴ 書面審査の実施 

提出された企画提案書等について、公平性を期すため、受託希望者名を伏せ下記①～④の項目

ごとに採点を行う。 

選定委員会の各委員における審査項目ごとの点数の合計を評価点（１００点満点とする。）と

し、選定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数が最も高い者を受託候補者として選定す

る。選定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数が同じとなった者が複数の場合は、選定

委員会の委員の合議により順位を決定し、選定する。 

なお、提案者が一者だった場合、選定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数が５０点

を超えた場合は、受託候補者として選定する。 

① 特定保健指導業務の実績について（２０点） 

  過去５年間の特定保健指導業務の実績が十分であるか。 

② 業務実施体制について（１５点） 

業務の実施に当たり、信頼できる実施体制が確保されているか、また、当該事業に対して最

新の知見を取り入れる体制が示されているか。 

   ③ 企画内容について 

    ア 共済組合の特性を考慮した事業の提案がなされているか、また、委託者が求める事業内容

と合致しているか。（１５点） 

    イ 本事業の趣旨を理解し、仕様書の内容を企画に反映した有益な内容となっているか。 

（１５点） 

    ウ 効果的な手法・技法を盛り込み、実現可能な内容となっているか。（１５点） 

    エ 当該業務への意欲があるか、また新たな提案があるか。（１０点） 
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   ④ 見積金額（１０点） 

    ア ５点×（（１－（動機付け提示価格／動機付け支援に係る上限金額））×２） 

    イ ５点×（（１－（積極的提示価格／積極的支援に係る上限金額））×２） 

※ 小数点以下第１位を四捨五入し、各項目の上限は５点とする。 

⑵ 審査結果通知 

審査結果については、参加した提案者及び評価点その他の契約の相手方を選定した理由が分か

る情報を公表するとともに、電話若しくは電子メールにて令和５年３月３日（金）に通知する。 

 

１１ 契約の締結について 

受託候補者として決定された者は特定保健指導（遠隔型）に関わる契約書を京都市職員共済組合

と締結するものとする。 

業務内容の詳細については、審査結果通知後、受託候補者と再調整をしたうえで決定する。 

なお、調整が不調となった場合は、選定委員会のすべての委員の評価点を平均した点数の順位が

２番目の提案者と調整を行う。 

 

１２ 提案の無効に関する事項 

次の各号の一に該当するときは、その者の提案は無効とする。 

⑴ 提出物に虚偽の記載があるとき。 

⑵ 別記「企画提案書作成要領」に適合しないとき。 

⑶ 所定の日時及び場所に企画提案書を提出しないとき。 

⑷ 受託候補者の選定時点において本要項の「６ 参加資格要件」に掲げる要件を満たさない者が

提案したとき。 

⑸ ２件以上の提案をしたとき。 

⑹ 自己のほか、他の代表者を兼ねて提案したとき。 

⑺ 提案に関して談合等の不正行為があったとき。 

⑻ その他、当組合が指示した事項及び本提案に関する条件に違反したとき。 

 

１３ その他 

⑴ この事業に応募するために要する費用は、すべて参加者の負担とする。 

⑵ 提案書類の言語は日本語を用いることとし、通貨は日本円とする。 

⑶ 提出された書類は返却しない。 

⑷ 提出された書類及び電子データは、選定に伴う作業等に必要な範囲において、複製を作成する

ことがある。 

⑸ 提案募集に参加する者は、受託候補者決定後において、本要項等の内容について、不明又は錯

誤等を理由に異議を申し立てることはできない。 

⑹ 提出された提案書の著作権は、提案の採否に係らず、提案書を提出した事業者に帰属する。た

だし、当組合が公表等に必要と判断した場合は無償で使用及び修正する権利を持つものとし、提

案書を提出した事業者は著作者人格権を主張しないものとする。 

 


